
・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

建設

用地購入

実施設計

建設

実施設計 建設

【主要事業】

施策の内容

ふるさと意識の
醸成

コミュニティ活動
の支援

地域における自治会活動の活性化を促進するため、各自治会及び自治会
連合会の運営に対する補助を行う。

ベイシティ新浦安自治
会集会所建設事業
（地域活動支援課）

堀江五丁目自治会集
会所建設事業
（地域活動支援課）

堀江三丁目自治会集
会所建設事業
（地域活動支援課）

15年度に実施設計を完了、16年度に建
設を行う。

16年度に用地を購入し、実施設計及び
建設を行う。

16年度に実施設計を行い、17年度に建
設を行う。

浦安市自治会･自治会
連合会運営費補助金
（地域活動支援課）

事業概要

浦安市ふるさとづくり
推進協議会運営費補
助金
（地域活動支援課）

事業名
（担当課）

事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

新しいふるさとづくりを市民運動として発展させ、地域住民の連帯感を深
め、心のふれあう明るく住みよい地域社会を築くため、ふるさとづくり推進協
議会の運営に対する補助を行う。

計画内容

計画事業費　195百万円

様々なコミュニティ情報の提供に努め参加の機会を充実し、コミュニティ活動の一層の活性化に努
めるとともに、自治会などのコミュニティ団体がより自主的､主体的に活動できるよう支援します。

市民のふるさと意識の醸成を図るため、ふるさとづくり推進協議会の運営や花火大会、市民まつり
など交流イベントの開催を支援します。

市民の最も身近なコミュニティ施設として３ヶ所の自治会集会所を整備します。これにより自治会集
会所は53ヶ所になります。

③コミュニティ施設の整備と利用促進

①ふるさと意識の醸成

②コミュニティ活動の支援

コミュニティの推進

２  創造と交流で築く市民文化都市

【施策の体系】

【計画事業】

施策の内容

コミュニティ施設
の整備と利用促
進

　２－１　　ふれあいと交流に満ちたまちづくりを進める

　１）コミュニティの推進
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・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

開設

運営

国際理解を深め
る事業の推進

国際化への総合
的な対応

　２）国際化への対応

国際化に対応したまちづくりを推進するため、国際化指針に基づき施策を総合的、効果的に推進
します。

国際交流協会や在住外国人会など民間団体を中心に、姉妹都市との連携をはじめ、市民主体の
国際交流･連携や異文化理解の促進に努めます。

青少年の国際理解が深められるよう、小･中学校における国際理解教育を推進するとともに、青少
年の国際交流の充実に努めます。

市内に住む外国人の日常生活を支援し、国際交流･国際協力に関する情報提供･発信の場、相
互交流の場となる仮称国際センターを整備します。

【計画事業】

【施策の体系】

国際化への対応 ①国際化への総合的な対応

②国際理解を深める事業の推進

計画内容

③国際交流拠点の整備

新浦安駅前複合施設
建設事業[仮称国際セ
ンター]
（文化国際課）

18年度の新浦安駅前複合施設のオープ
ンに合わせて施設内に仮称国際セン
ターを設置する。

国際交流拠点の
整備

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

国際交流推進事業
（文化国際課）

姉妹都市との交流を中心に市民主体の国際交流を推進するとともに、外国
人にも住みやすいまちを目指し、アドバイザーが市内在住の外国人市民に
対し、７ヶ国語で情報の提供や生活上の問題等の相談を行う。

計画事業費   9百万円

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

国際理解推進事業
（文化国際課）

国際化の進展にに対応するため、行政職員及び市民を対象とした研修会
や講演会、国際協力に関わる市民団体等による国際交流・協力フェスティ
バル等の事業を行う。

青少年国際交流事業
（青少年課）

姉妹都市オーランドに市内の中学生・高校生を派遣し、ホームステイなどを
通して国際理解･交流を図る。

国際交流推進関係団
体補助金
（文化国際課）

市民主体の国際交流を推進するため、姉妹都市へ市民を派遣する「友好の
翼」等様々な事業を展開している浦安市国際交流協会、及び外国人同士
の親睦と相互協力を深めながら日本人市民との交流を図るための事業を
行っている浦安在住外国人会の活動に対する補助を行う。
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・

・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

推進 推進

推進

市民意識
調査

データ作
成
市民意識
調査

男女共同
参画プラ
ンの見直
し

推進

推進

相談事業
の拡充

推進

施策の総合的な
推進

男女共同参画意識づ
くり事業
（企画政策課）

男女共同参画意識を地域に広げ根づかせるため、女と男うらやすかがやき
フォーラムやウーマンズカレッジ等、男女平等や女性の人権などについての
学習機会を提供し、市民への意識啓発を図るとともに、サークルの育成と自
立、指導者の育成などに取り組む。

ドメスティック・バイオレ
ンス（DV）対策推進事
業
（企画政策課）

女性に対する暴力を潜在化させない社会環境、容認しない社会環境を創る
ため、女性に対する暴力防止の意識啓発を行う。また、ＤＶ被害者に対する
安全計画書の配布や緊急避難支援の充実を図る。

計画事業費  45百万円

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

男女平等のため
の意識づくり

男女平等のため
の意識づくり

計画内容

女性プラザ事業
（企画政策課）

男女共同参画社会の実現に向けて、プ
ラザニュースの発行や様々な問題に関
する情報の提供を行うとともに、相談事
業の拡充を図るなど女性プラザ事業を
推進する。

男女共同参画推進事
業
（企画政策課）

16年度に男女共同参画の現状データを
作成するとともに、17年度に男女共同参
画に関する市民意識調査を行い、18年
度にプランの見直しを実施する。

人権啓発推進事業
（企画政策課）

市民の人権意識を喚起するため、各種
啓発活動を行うとともに、人権施策指針
の策定に向けて18年度に市民意識調査
を行う。

【計画事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

②男女平等のための意識づくり

③様々な分野における男女共同参画の促進

関係機関と連携を図りながら、ドメスティック･バイオレンスに関する啓発を進めるとともに、被害者
保護のために必要な施策の検討を進めます。

【施策の体系】

①施策の総合的な推進男女共同参画社会の形成

　３）男女共同参画社会の形成

男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参画プランに基づき、総合的、効果的に施策を推進
するとともに、社会状況の変化等をにらみながら、同プランの見直しに向け検討します。

女性プラザを中心に、各種情報や交流の場の提供を進めるとともに、相談内容の多様化や相談
件数の増加などに対応するため､女性のための相談事業の拡充を図ります。

男女が社会の対等な構成員として、様々な活動に参加できるよう、女性のエンパワーメントを目指
すとともに、男女平等に向けた社会づくりのための学習機会の提供に努めます。

市民の人権意識を喚起し、人権を擁護する社会を維持するため、市民への啓発活動を行うととも
に、人権施策指針の策定を視野に入れた調査、検討を進めます。
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・

・

・

ボランティア等市民活
動促進事業
（地域活動支援課）

市民活動センターを活用し、ボランティア団体及びこれからボランティアをは
じめようとしている市民に対し、情報の提供・場の提供を行い、さらに、ボラン
ティア活動を行おうとしている市民や市民活動団体、ＮＰＯ向けの講演会を
開催する。

市民活動補助金
（地域活動支援課）

ボランティア団体、市民活動団体、ＮＰＯの自立を目指し活動の活性化を図
るため、これらの団体が行う公益性の高い事業に対し、補助金の交付を行
う。

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

ボランティア等市
民活動への支援

市民活動支援の
ための環境づくり

【施策の体系】

ボランティア・ＮＰＯの振興 ①ボランティア等市民活動への支援

②市民活動支援のための環境づくり

市民活動促進指針に基づき、ボランティアやＮＰＯなど市民の主体的な活動を支援します。

市民活動センターを拠点に、ボランティア活動やＮＰＯ活動などに関する様々な情報を提供し、参
加やネットワークづくり、また、普及を促進するとともに、講座を開催し、ボランティアコーディネー
ターの養成などに努めます。

市民活動基金を活用し、ボランティア団体やＮＰＯなどが行う公益性の高い事業を支援します。

　４）ボランティア・ＮＰＯの振興
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・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

実施 実施 実施

平和事業の推進

小・中学生被爆体験講
話事業
（文化国際課）

【主要事業】

施策の内容

【計画事業】

【施策の体系】

平和施策の推進

浦安被爆者つくしの会に協力を求め、希望する小・中学校で被爆体験講話
を行う。また、アンケート、感想文の提出や、広島、長崎に献納する千羽鶴
を折ってもらい平和の尊さを学ぶ。

原爆展及び被爆体験
講話事業
（文化国際課）

広島市や長崎市などの協力を求め、原爆被災展及び市民向けの被爆体験
講話などを行う。

計画事業費   5百万円

事業名
（担当課）

事業概要

計画内容

平和事業の推進
平和学習青少年派遣
事業
（文化国際課）

広島市または長崎市で行われる平和プ
ログラムに、市内の中学生を派遣すると
ともに、市内で実施する平和事業との連
携を図る。

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

①平和事業の推進

　５）平和施策の推進

平和の尊さや戦争の悲惨さを次の世代に継承していくため、市民や小･中学生を対象とした原爆
展や被爆体験講話事業を実施し、平和についての認識を深めていきます。

広島市または長崎市で行われる平和プログラムに、市内の中学生を派遣し、現地での学習体験と
本市の平和事業との連携を図るなど、平和に関する学習活動を推進します。

30



・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

既存シス
テムの運
用

更新 運用

開設

生涯学習施設の
整備と充実

【主要事業】

　２－２　　創造性と個性を育てる生涯学習を推進する

生涯学習推進体制の整備

施策の内容

生涯学習支援の
充実

中央図書館、移動図書館、分館、公民館図書室の蔵書となる資料を幅広く
安定的に購入し、充実を図る。

生涯学習施設の
整備と充実

計画事業費　102百万円

事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

【施策の体系】

【計画事業】

施策の内容

③生涯学習施設の整備と充実

①生涯学習施策の総合的な推進

新浦安駅前複合施設
建設事業[予約図書受
け渡し・返却コーナー]
（中央図書館）

18年度の新浦安駅前複合施設の開設
にあわせて同施設内に、図書館の予約
図書受け渡し・返却コーナーを設置す
る。

　１）生涯学習推進体制の整備

生涯学習の活性化を図るため、学習指導員の発掘、育成や人材バンクの活用などを推進します。

市民のライフステージに応じた生涯学習活動を支援していくため、学習情報を充実するとともに､イ
ンターネットを活用して様々な学習情報の提供に努めます。

新浦安駅前複合施設の開設にあわせて同施設内に、図書館の予約図書受渡し・返却コーナーを
設置します。また、舞浜駅及び浦安駅の周辺においても図書の返却受付ができるよう検討を進め
ます。

市民の自主的、主体的な学習意欲に応えられるよう、図書館の資料の充実に努めるとともに、資
料の管理や検索などの迅速化を図ります。

計画内容

②生涯学習支援の充実

図書館コンピュータシ
ステム更新事業
（中央図書館）

図書の貸し出しや予約などを管理するコ
ンピュータシステムについて、導入から
の経過年数を考慮し、システムの改善を
進める。

図書館資料の充実
（中央図書館）

事業概要
事業名
（担当課）

市民の自主的な学習の促進等を図るため、公民館サークル情報をまとめた
ガイドブックの発行や、生涯学習ネットワークシステムの拡充などを通して、
各種生涯学習情報を市民に提供する。また、学校週5日制に対応した地域
の活動を支援する。

生涯学習推進事業
（生涯学習課）
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

実施 実施 実施

推進

拡充

推進

拡充

推進

拡充

⑤地域に開かれた学校づくり

【施策の体系】

学校教育の充実 ①幼児教育の充実

③教育環境の整備

④教職員の資質の向上

②義務教育の充実

計画内容

【計画事業】

３ヵ年の事業概要

【再掲】
子育てすこやか広場
推進事業
（指導課）

地域の子育て支援や地域の幼児間・親
間の交流を支援するため、市立幼稚園
を地域に開放する子育てすこやか広場
推進事業を拡充する。

幼児教育の充実

誘致私立幼稚園運営
費等補助事業
（教育総務課）

新町地域に誘致した２つの私立幼稚園
に通園する園児の保護者負担を軽減す
るため、入園料及び授業料の一部を幼
稚園の運営に要する経費として設置者
に補助する。

施策の内容
事業名
（担当課）

保育需用の増加に対応するため、幼稚園預かり保育事業を推進します。

幼稚園が地域における子育て支援や交流の場となるよう、市立幼稚園を地域に開放する子育て
すこやか広場事業について、現状の年間約200回を倍増し約450回に拡大します。

新たな教育課題についての研究や教育情報の収集、提供など学校支援の充実を図るともに、学
校の情報化を推進し、子どもたちのＩＴ活用能力の育成を図ります。

学校における児童･生徒等への相談・指導体制の充実を図るため、スクールライフカウンセラーを
すべての小･中学校に配置します。

一人ひとりの個性を尊重したゆとりある教育環境を実現するため、引き続き少人数教育を推進しま
す。

特色ある学校づくりに向けて、学校自らの発案による各種事業に対する支援を行います。

学校や適応指導教室に通えない児童･生徒を支援するため、民間団体による不登校児童・生徒
居場所づくり推進事業を実施します。

教育環境の改善を図るため、小学校校庭の芝生化を試行的に実施します。

　２）学校教育の充実

新町地域に誘致した私立幼稚園２園について、保護者負担を軽減するための措置を講じます。

学校給食センターの老朽化に対応するため、18年度当初の開業を目途に千鳥地区に新たな学
校給食センター（第１調理場）の整備をＰＦＩ手法により進めます。

新町地域の住宅開発に伴なう児童・生徒の増加に対応するため、仮称第15小学校（日の出地
区）、仮称第16小学校（明海地区）、仮称第17小学校（高洲地区）、仮称第８中学校（明海地区）を
建設するとともに、学校規模の適正化に取り組みます。

地域に開かれた学校づくりを推進するため、学校評議員制度や学校支援ボランティア制度の活用
を推進します。
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平成16年度 平成17年度 平成18年度

実施 実施 実施

推進 推進 推進

実施 推進

運用

更新

運用

更新

導入

運用

更新

導入

整備

運用
運用 運用

用地取得

建設工事
建設工事 開設

建設工事 開校

実施設計 建設工事 開校

実施設計 建設工事 開校

実施設計 建設工事 開校

実施
子どもたちの学習環境づくりの試行的取
り組みとして、16年度において、東小学
校小校庭の芝生化を実施する。

教育環境の整備

新町地域の住宅開発の進展に伴う児童
の増加に対応するため、16年度に仮称
第17小学校（高洲地区）の実施設計を行
い、17年度に施設を建設、18年４月の開
校を目指す。

新町地域の住宅開発の進展に伴う児童
の増加に対応するため、16年度に仮称
第16小学校（明海地区）の実施設計を行
い、17年度に施設を建設、18年４月の開
校を目指す。

仮称第15小学校建設
事業
（教育総務課）

義務教育の充実

仮称第８中学校建設
事業
（教育総務課）

校庭芝生化整備事業
（教育総務課）

蔵書管理の効率性の向上を図るため、
学校図書館の書誌データを一元管理で
きるよう、学校図書館をネットワーク化す
る。

３ヵ年の事業概要

仮称第17小学校建設
事業
（教育総務課）

新町地域の住宅開発の進展に伴う児童
の増加に対応するため、16年度に仮称
第15小学校（日の出地区）を建設し、17
年４月の開校を目指す。

スクールライフカウン
セラー配置事業
（指導課）

第３次教育用コン
ピュータ整備事業
（指導課）

国の情報教育環境整備指針に基づき、
新設の小・中学校へのコンピュータを配
備するとともに、配備されたパソコンを更
新するなど情報教育環境を整備する。

仮称第16小学校建設
事業
（教育総務課）

施策の内容
事業名
（担当課）

不登校児童・生徒居場
所づくり推進事業
（青少年センター）

15年度からの３ヵ年事業として、学校や
適応指導教室に通えない児童･生徒を
支援するため、こうした子どもたちの居場
所づくりを民間団体に委託し、青少年館
内で実施する。

学校給食センター建設
事業
（学務課）

千鳥地区に新たな学校給食センター
（第１調理場）の整備をＰＦＩ手法により進
める。16年度に用地を取得し、16年度か
ら２ヵ年で施設建設を行い、18年４月の
稼動を目指す。

新町地域の住宅開発の進展に伴う生徒
の増加に対応するため、16年度に仮称
第8中学校（明海地区）の実施設計を行
い、17年度に施設を建設、18年４月の開
校を目指す。

第３次学校図書館電
算化事業
（指導課）

学校生活に不適応を起しそうな児童・生
徒を支援、援助し予防するため、市内す
べての小・中学校にスクールライフカウン
セラーを配置する。

計画内容

特色ある学校づくり推
進研究事業
（指導課）

時代の要請にあった特色ある学校づくり
が効果的に行われるよう、学校からの発
案による事業を選定し、16年度からの３ヵ
年事業として実施する。

33



平成16年度 平成17年度 平成18年度

耐震診断
判定

実施 実施 実施

事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

各小･中学校に原則３名の少人数推進教員を配置し、ゆとりある教育環境の
実現を目指す。

教育環境の整備

【再掲】
学校体育館耐震対策
事業
（教育総務課）

16年度において、第三者機関による判
定業務を行い、補強等の必要性を確定
させた上で、補強方法や建て替えの必
要性、優先順位等の検討を行う。

施策の内容

学校教育支援システ
ム運用事業
（指導課）

事業概要

義務教育の充実

少人数教育推進事業
（学務課）

施策の内容
事業名
（担当課）

地域に開かれた
学校づくり

計画事業費　11,496百万円

市立の各幼稚園、小・中学校と地域・保
護者との協働事業などを奨励し、学校等
の一層の特色づくりを進めるため、保護
者や地域住民、学校関係者による支援
委員会を設置し、補助金を交付する。

浦安市立学校教育活
動運営支援補助金
（指導課）

【主要事業】

就学支援事業
（指導課）

臨床心理士や言語療法士、作業療法士､理学療法士といった専門職員を
配置して､障害のある児童･生徒の就学指導や継続的な指導、相談を行うと
ともに、保護者に対し個々の児童・生徒にあった教育環境などについて助
言する。

「わかる授業」の実現に向け、小・中学校への教育ソフトの動画配信や学校
間でのテレビ会議などが行える、学校教育支援システムの積極的な活用を
図る。

今日的教育課題の研究や教育現場に対する効果的な支援を行っていくた
め、教育研究センターを中心に生徒指導、就学指導、学習指導など教育全
般にわたって総合的に取り組む。

教育研究・学校支援推
進事業
（指導課）

保育園待機児解消の一環として、若草・舞浜・美浜北幼稚園の３園におい
て、長期休業期間（夏休みなど）や保育時間も延長し預かり保育事業を実
施する。

英語教育推進事業
（指導課）

生徒の語学力を伸ばし、国際理解を深めるため、中学校における英語担当
教諭の助手として外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置する。

教職員の資質の
向上

教職員研修事業
（指導課）

市内各小・中学校及び幼稚園教職員の資質向上を図るため、各種研修会
や講座を開催するとともに、教科指導員を委嘱し指導･援助体制の強化を
図る。

学校支援ボランティア
推進事業
（指導課）

市立幼稚園や小・中学校の学習支援と、市民の学校教育の役に立ちたいと
いう願望に応えるため、市民ボランティアを募り､学校教育に活用する。

学校評議員制度
（学務課）

学校が地域の信頼に応え、家庭や地域と連携協力して教育活動を展開し、
地域に開かれた学校づくりを進めるため、学校評議員制度を推進する。

地域に開かれた
学校づくり

幼児教育の充実
幼稚園預かり保育事
業
（学務課）

計画内容
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・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

実施 実施 実施

子どもたちの余暇活動を支援していくため、そのしくみづくりや地域団体の育成、支援など、学
校、地域の連携の推進を図ります。

家庭教育機能の充実を図るため、家庭教育学級など子どもの教育に関する学習機会を充実しま
す。

【施策の体系】

市立の各幼稚園、小・中学校と地域・保
護者との協働事業などを奨励し、学校等
の一層の特色づくりを進めるため、保護
者や地域住民、学校関係者による支援
委員会を設置し、補助金を交付する。

家庭・地域教育の充実

②家庭、地域の教育機能の充実

地域教育機能の充実を図るため、啓発活動を展開するとともに、地域行事や子ども会、ＰＴＡなど
の地域活動の活性化を図ります。

特色ある教育、特色ある学校づくりに向けて、学校や幼稚園と地域・保護者との協働事業等を奨
励、支援します。

【計画事業】

計画内容
施策の内容

事業名
（担当課）

　３）家庭･地域教育の充実

地域ふれあい活
動の充実

【再掲】
浦安市立学校教育活
動運営支援補助金
（指導課）

①地域ふれあい活動の充実

家庭教育学級開設事
業
（生涯学習課）

家庭教育の重要性を認識し、よりよい家庭を営むために、園児、児童、生徒
の保護者等を対象に家庭教育学級を開催する。

家庭、地域教育
機能の充実

計画事業費　　－　　　

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

３ヵ年の事業概要
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・

・

・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

用地取得

備品購入
開設

開設

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

　４）青少年の健全育成

新浦安駅前複合施設
建設事業[青少年交流
施設]
（青少年課）

新浦安駅前複合施設内に民間事業者
の管理・運営による青少年の交流施設を
整備する。

青少年センターを拠点に、青少年の悩みや不安などに対する相談体制の充実を図ります。

青少年の健全育成を図るため、少年少女洋上研修や青少年の国際交流などを推進し、自然体験
や社会体験を通した交流機会の提供に努めます。

青少年の仲間づくりや青少年相互の交流などの場として青少年館に加え、新たに新浦安駅前複
合施設内に民間事業者の管理・運営による青少年の交流施設を整備し､自主性や創造性のある
青少年の育成を図ります。

③交流・社会参加の促進

②青少年健全育成活動の推進

青少年が市内で学校と違う共同生活を学べる場として、また、スポーツ団体等の合宿や県外団体
との交流の際の受け入れ施設などとして幅広く活用できるよう、日の出地区に青少年の宿泊型研
修施設を整備します。

【施策の体系】

青少年の健全育成 ①青少年施設の整備と利用促進

学校施設を活用した放課後の子どもたちの交流事業を引き続き実施するとともに、すべての子ど
もたちを対象とした放課後の居場所づくりについて多面的に検討します。

地域ぐるみの青少年健全育成活動が展開されるよう､青少年相談員連絡協議会、青少年補導員
連絡協議会など、関係団体やボランティアとの連携強化に努めます。

青少年同士の交流や自発的な学習、趣味等の活動などのために、青少年
が自由に集まり自主的に活動することができる居場所づくりを通して、青少
年の健全育成を図る。

放課後異年齢児交流
促進事業
（青少年課）

学校施設を活用して、児童の放課後の遊び場を確保し､異年齢児間のふれ
あいを通じて子どもの社会性や思いやりの心を育てていくための放課後異
年齢児交流促進事業について、東､入船北、日の出、南小学校の４小学校
おいて実施する。

青少年館運営事業
（青少年館）

事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

計画事業費　180百万円

計画内容

青少年宿泊型研修施
設整備事業
（青少年課）

青少年施設の整
備と利用促進

【計画事業】

施策の内容

㈱オリエンタルランドとの共同事業によ
り、主に青少年を対象とした宿泊型研修
施設を17年度の開設を目途に整備す
る。

青少年施設の整
備と利用促進
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青少年健全育成
活動の推進

青少年国際交流事業
（青少年課）

市内の中学生・高校生を姉妹都市オーランドに派遣し、ホームステイなどを
通して国際理解･交流を図る。

青少年相談活動推進
事業
（青少年センター）

青少年の悩みや諸問題の解決に向けて､青少年センターにおいて､家庭教
育指導員３名体制による相談を電話と来所により行う。

青少年補導活動推進
事業
（青少年センター）

青少年の非行を防止するため、青少年補導員を委嘱し補導活動を推進す
る。
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・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

推進 推進 推進

市民の多様な学習ニーズに応えられるよう、図書館サービスの充実に努めるとともに、明海大学図
書館の資料の充実を図るなど、市民がより利用しやすい環境づくりを進めます。

　５）学習機会の創出

市民がいつでも、自由に学習機会を選択し、学ぶことができる生涯学習の推進を図るため、公民
館活動の推進を基調に各種講座やプログラムの充実に努めます。

【計画事業】

【施策の体系】

学習機会の創出

市行政に対する市民の理解が一層深められるよう、まちづくり出前講座のメニューや内容の充実
に努めます。

①学習機会の充実

出生したすべての子どもに、読書へのスタートとなる絵本及び乳幼児向けの
パンフレット・絵本リスト・図書館サービス案内等を配布する。

明海大学図書館の市
民開放事業
（中央図書館）

明海大学図書館の市民開放事業を推進
し、蔵書の拡充等を図る。

計画事業費  43百万円

公民館活動推進事業
（公民館）

ブックスタート事業
（中央図書館）

【主要事業】

②学習内容の充実

３ヵ年の事業概要
計画内容

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

学習機会の充実

施策の内容
事業名
（担当課）

多様な学習機会や集会の場の提供など市民の地域における学習需用に対
応するため、市民の日常生活に最も身近な社会教育施設である公民館活
動の推進、充実に努める。

図書館サービス事業
（中央図書館）

市民の多様な情報要求に対応し、適切な学習機会を提供するため、一般
成人及び児童サービスをはじめレファレンスやハンディキャップサービスな
どの業務に必要な資料や物品等の確保を行い、利用環境の充実を図る。

まちづくり出前講座事
業
（生涯学習課）

市行政に関する様々な取り組みについて、広く市民に知っていただくため、
市民等が開催する勉強会などに講師として市職員を派遣する。

学習内容の充実

学習機会の充実
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・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

調査

検討
策定

文化活動の活性化を図るため、団体、グループの育成や交流を促進するとともに、各種作品展覧
会や市民参加型事業などを開催し、市民が芸術･文化にふれる場や参加する機会の充実に努め
ます。

　６）芸術･文化活動の振興

市民文化の振興のあり方や施策の方向性を示す基本方針を策定し、市民文化の振興を図りま
す。

地域文化の向上を図るため、郷土博物館の資料収集に努めるとともに、講座や展示など事業の充
実を図ります。

【施策の体系】

芸術・文化活動の振興 ①地域文化活動の活性化

②文化資源の保護と文化環境づくりの推進

【計画事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要
計画内容

地域文化活動の
活性化

文化施策の基本方針
策定事業
（文化国際課）

16年度において市民や団体に対する調
査を行うとともに、懇話会を中心に検討
を進め、17年度において市民文化のあり
方や施策の方向性を示す基本方針を策
定する。

計画事業費   6百万円

郷土博物館活動の推
進
（郷土博物館）

郷土浦安の自然や文化、歴史に関する資料等を展示するとともに、体験学
習を通じて市民との交流を図り郷土理解を深めるための各種事業を実施す
る。

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

地域に伝承されてきた文化財など文化資源の把握や保存に努めます。

文化資源の保護
と文化環境づくり
の推進

文化財の保護･活用
（郷土博物館）

市の重要な有形･無形の文化財を浦安市指定文化財として保護・活用に努
める。

芸術文化の振興
（生涯学習課）

市民だれもが郷土の文化や内外の優れた芸術に親しみ、文化的想像力を
養い、心豊かな生活がおくれるよう、美術展覧会や芸術鑑賞事業など文化
振興事業を実施する。
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・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

策定

整備

整備

小学校校庭の夜間照明施設整備のモデル事業の実施･検討など、市民のスポーツ施設の利用機
会の向上に努めます。

市民一人ひとりの体力や年齢に応じて、市民が気軽に参加できるよう、スポーツ・プログラムの充
実に努めるとともに、高齢者や障害をもつ人がスポーツ活動を通して生きがいや健康づくり､リハビ
リテーションが行えるよう、それぞれの体力に応じたスポーツの機会の提供に努めます。

スポーツ施設整備計画を策定し、市民ニーズに応じた施設の計画的な整備に努めます。

　７）生涯スポーツの振興

生涯スポーツの振興を図るため、スポーツ団体の育成支援を行うとともに､関係機関との連携強化
を図るなど、生涯スポーツの推進体制の整備・充実に努めます。

【施策の体系】

生涯スポーツの振興 ①生涯スポーツ推進体制の整備

②生涯スポーツ機会の提供

③スポーツ施設の整備

計画内容

球技場暫定整備事業
（市民スポーツ課）

仮称第８中学校の整備に伴い、16年度
において高洲地区の中学校用地に球技
場（サッカー・ラグビー場）１面を暫定整
備する。

学校施設への夜間照
明の設置事業
（市民スポーツ課）

学校施設の開放による市民の利用機会
の拡充を図るため、16年度においてモ
デル事業として小学校１校の校庭に照
明施設を設置するとともに、他の学校施
設への設置について検討する。

生涯スポーツ推
進体制の整備

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

【計画事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

生涯スポーツ機
会の提供

スポーツ施設整備計
画策定事業
（市民スポーツ課）

生涯スポーツの振興に向けて、15年度
の調査を踏まえ、16年度において各種
スポーツ施設の整備計画を策定する。

市民スポーツ団体、ス
ポーツ振興補助金
（市民スポーツ課）

市民の健康増進と競技力向上に向けて、体育協会をはじめとする市民ス
ポーツ団体の活動に対して補助金を交付し支援を図る。

スポーツ・レクリエー
ション事業
（市民スポーツ課）

市民の健康増進、体力づくりなどを目的に、東京ベイ･浦安シティマラソンや
市民体育大会、スポーツフェア、軽スポーツ大会などを実施し、多様なス
ポーツ機会の提供を図る。

計画事業費  97百万円

スポーツ施設の
整備
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・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

整備

運用

整備

運用

拡充

運用

拡充

運用

拡充

運用

拡充

運用

運用

検討

運用

更新
運用

運用 更新 運用

検討 整備 運用

汎用コンピュータシス
テム更新事業
（情報政策課）

住民記録を管理する汎用コンピュータシ
ステムは、導入から６年が経過することか
ら、費用対効果を考慮しながら、システ
ムの改善に取り組んでいく。

【再掲】
図書館コンピュータシ
ステム更新事業
（中央図書館）

図書の貸し出しや予約などを管理するコ
ンピュータシステムについて、導入から
の経過年数を考慮し、システムの改善を
進める。

【再掲】
文書管理システム整
備事業
（総務課）

行政運営の効率化に向け、文書の作成
から決裁、施行、保存、公開、廃棄に至
るまでの一連の事務処理手続きについ
て、一体的なシステム整備を進める。

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

電子自治体の推
進

電子申請等推進事業
（情報政策課）

市民サービスの向上を図るため、イン
ターネットを通じて市民等が様々な申請
書や届出書などを入手できるよう、また
市民・企業からの申請・届出などを受付
けられるよう汎用システムを整備する。

ＩＣカード多目的活用事
業
（情報政策課）

住民基本台帳カードの独自利用領域を
活用して、様々な市民サービスを提供す
ることができることから、カードの活用に
ついて多面的に検討し、有効利用を進
めていく。

計画内容

【計画事業】

【施策の体系】

情報化の推進 ①電子自治体の推進

②情報交流環境や利用環境の整備

市民の誰もがＩＴの基礎技能を活用できるよう、ＩＴ講習会やＩＴ初心者サポート広場を引き続き開催
します。

市民サービス向上のため、税の電子申告制度について検討を進めるとともに、市民が安心して暮
らせるよう、防犯活動や福祉施策におけるＩＴ活用について検討します。

　２－３　　暮らしが広がる情報化を推進する

　１）情報化の推進

市民サービスの向上や行政運営の効率化、透明性の向上などを図るため、インターネットを通じ
て、いつでもどこからでも誰もが簡便かつ安全に行政サービスにアクセスし、その便益を広く享受
することを可能とする環境、いわゆる電子自治体の構築に努めます。

市民サービスのオンライン化や事務処理のネットワーク化の進展に対応し、情報セキュリティ対策
の充実を図ります。
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平成16年度 平成17年度 平成18年度

運用

検討

運用

拡充

運用

拡充

整備 運用 運用

整備

運用
運用 運用

検討 整備 運用

運用

検討
更新 運用

整備 運用 運用

運用

拡充

運用

拡充

運用

拡充

整備 運用 運用

検討 整備 運用

整備 運用 運用

検討 設計 整備

【再掲】
下水道情報管理シス
テム整備事業
（下水道課）

下水道情報の適正管理を図り、また事
務処理の効率化を図るため、施設情報
や情報管理事務の電子化、システム化
を進める。

【再掲】
高機能消防指令シス
テム整備事業
（消防本部警防課）

出場の迅速性や現場での機動性の向上
がより一層図れるよう、高機能消防指令
システムの整備を進める。

【再掲】
斎場予約システム整
備事業
（環境保全課）

斎場の効率的な運用を図るため、斎場
のスケジュール管理を電子化し、市民等
に使用状況をお知らせするとともに、仮
予約も受付けられるようにする。

【再掲】
粗大ごみ受付システ
ム整備事業
（クリーンセンター）

市民の利便性の向上を図るため、市民
等がインターネットを通じて、24時間、粗
大ごみの処理の申し込みを行えるよう、
システムの整備を進める。

【再掲】
ホームページ機能拡
充事業
（広聴広報課）
（情報政策課）

利用者が利便性を感じられるよう、分かり
やすい形での行政情報の提供機能や利
用しやすい市役所のポータルサイトとし
て機能の充実を図る。

【再掲】
コンビニ収納事業
（収税課）
（国保年金課）

納税機会を拡大するため、市民等がコン
ビニエンスストアからも納税できるよう、納
付書の記載内容を追加するプログラム
修正などを行う。

計画内容

電子自治体の推
進

【再掲】
総合人事管理システ
ム整備事業
（人事課）

事務処理の効率化を図るため、職員の
人事、研修、給与、健康管理などを一元
的に運用できるよう、システム整備を進
める。

【再掲】
財務会計システム更
新事業
（財政課）

事務処理の迅速化や効率化を図るた
め、システムの更新時期に併せ、帳票類
の追加や電子決裁の導入などを検討
し、機能の充実を図る。

【再掲】
公有財産台帳管理シ
ステム整備事業
（契約管財課）

台帳の適正管理や事務処理の迅速化を
図るため、公有財産に関するデータを収
集、整理して、電子的な公有財産台帳を
整備する。

【再掲】
電子入札システム整
備事業
（契約管財課）

契約事務の透明性や公平性の向上など
を図るため、インターネットを通じた入札
案内の公開や入札、落札結果の公開に
ついて検討し、電子入札システムの整備
を進める。

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

【再掲】
行政評価システム整
備事業
（総務課）

行政評価に伴う事務処理が円滑に行え
るよう、評価表のデータベース化や財務
会計システムとの連携などを進めるととも
に、施策評価に向けた検討を進めてい
く。
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平成16年度 平成17年度 平成18年度

運用

拡充
運用 運用

運用

更新

運用

更新

導入

運用

更新

導入

整備

運用
運用 運用

情報交流環境や
利用環境の整備

学校教育支援システ
ム運用事業
（指導課）

「わかる授業」の実現に向け、小・中学校への教育ソフトの動画配信や学校
間でのテレビ会議などが行える、学校教育支援システムの積極的な活用を
図る。

計画事業費　308百万円

【主要事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

事業概要

計画内容

情報交流環境や
利用環境の整備

情報セキュリティ対策
事業
（情報政策課）

情報資産を保護するため、ウィルスパ
ターンフィルムの更新やインターネットを
通じて不正な情報が流れないよう常に監
視するとともに、新たに無線ＬＡＮのセ
キュリティレベルの向上を図るなど、最適
な情報セキュリティ対策を実施する。

【再掲】
第３次教育用コン
ピュータ整備事業
（指導課）

国の情報教育環境整備指針に基づき、
新設の小・中学校へのコンピュータを配
備するとともに、配備されたパソコンを更
新するなど情報教育環境を整備する。

【再掲】
第３次学校図書館電
算化事業
（指導課）

蔵書管理の効率性の向上を図るため、
学校図書館の書誌データを一元管理で
きるよう、学校図書館をネットワーク化す
る。

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要
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